
平成２５年度平成２５年度

福岡県再生可能エネルギー発電設備導入促進事業

民間活力の利用による民間活力の利用による民間活力の利用による民間活力の利用による
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可能性調査可能性調査可能性調査可能性調査

成果報告

福岡県 飯塚市福岡県 飯塚市



１．事業背景

飯塚市の位置

総面積 耕地面積 宅地 森林 その他

214.13km2 30.81km2 27.17km2 67.31km2 88.84km2

飯塚市の面積

飯塚市の太陽光発電施設214.13km 30.81km 27.17km 67.31km 88.84km

総人口 男 女 世帯数 65歳以上

60,610世帯
36,142人

飯塚市の人口(平成26年７月末現在)

箇所数

公共施設 26ケ所

民間資本 11ケ所

個人住宅補助 901件131,218人 62,035人 69,183人 (2.16人/世

帯)

36,142人

(27.5%)
個人住宅補助 901件



２．事業目的

＜目的＞

市内各地域の特性に応じた、採算性が高く、実現性の高い

再生可能エネルギー導入事業のあり方についての検討

市内12の公民館を拠点とした「まちづくり協議会」

＜役割＞＜役割＞
・地域の自治を担う
・地域のコミュニティの活性化する ための組織

それぞれのまちづくり協議会でのエリアから、再生可能エネルギー導入箇所を抽出

・実現性の高い箇所の絞り込み

・採算性が高いもののモデル化検討

まちづくり協議会が中心となる市民出資方法の仕組みを検討

事業化の収益を地域コミュニティーの活性化資本とする



３．調査内容

調 査 項 目 調査概要

1.調査、背景等の整理 調査背景と目的を整理する。

2.初期調査

①再生可能エネルギーの
賦存量及び利用可能量調査

対象とする再生可能エネルギーの賦存量(利用可能量)を算定する。

②先進地に関する情報収集 再生可能エネルギー利用の先進地事例について調査する。

3.重点調査

①導入における概算事業費の
調査

選択した再生可能エネルギーについて、導入の概算事業費を算定する。

②事業の採算性、二酸化炭素
排出削減効果の算出

選択した再生可能エネルギーについて、事業の採算性と二酸化炭素排出削減効
果を算定する。

③地域での導入方法の検討 選択した再生可能エネルギーについて、地域での効果的な導入方法を検討する。

4.導入計画の検討4.導入計画の検討

①基本方針 再生可能エネルギーの導入に関する基本方針を策定する。

②導入体制の構築 再生可能エネルギーの効率的な導入体制を構築する。

③導入施策の検討 再生可能エネルギーの導入に関する施策を検討する。



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（１）太陽光発電

【月別の日射量の推移】

【飯塚市における太陽光発電の賦存量及び利用可能量】【飯塚市における太陽光発電の賦存量及び利用可能量】



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（１）太陽光発電
【導入可能施設選定一覧表①】



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（１）太陽光発電 【導入可能施設選定一覧表②】



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（２）風力発電

・賦存量：601,000MW

平均風速 ：5.0m/s(地上高30m)

高さ65m換算 ：5.6m/s

最大設置可能台数：308台

・利用可能量： 13,779MW
（13,778,687kW）

地点名地点名地点名地点名

発電発電発電発電

電力量電力量電力量電力量

(MW/(MW/(MW/(MW/年年年年))))

仮想仮想仮想仮想

風車出力風車出力風車出力風車出力

平均風速平均風速平均風速平均風速

((((ｍｍｍｍ////ｓｓｓｓ))))

八木山峠 5,200

2,000kW

5.6

冷水峠 5,200 5.6

市民公園 3,379 4.6

合計 13,779

【飯塚市の風況マップ】(出典：地図：国土地理院1:25000 数値： NEDO風況予想モデルH18年版）



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（３）小水力発電

1.内野北川 4.舎利蔵② 7.馬敷

2.明星寺 5.内住① 8.山口

【小水力発電調査選定地点の様子】

3.舎利蔵① 6.内住② 9.内野宿内水路



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（３）小水力発電

【小水力発電賦存量(利用可能量)算定結果】【小水力発電賦存量(利用可能量)算定結果】



４．調査検討結果

１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査１）再生可能エネルギーの賦存量（利用可能量）調査

（４）バイオマス発電

【飯塚市のバイオマス賦存量・利用可能量(発電量)】
(出典：NEDO バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計）



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（１）事業の経済性

①検討諸元①検討諸元

(kW)

(kWh/年)

a.施設建設費 (千円) 概算建設単価：350千円/kWとして概算

太 陽 光 発 電 量 年間日射量：1,339kWh/m2

項 目 摘 要

太 陽 光 発 電 規 模

m2

a.施設建設費 (千円)

b.低減率及び補助率 ％

c.実質施設建設費 (千円)

d.自己資金 (千円) 補助金、出資金および借入金以外の資金

e.出資金額 (千円)

f.必要準備資金 (千円)

g.借入金 (千円)

h.発電効率低下率 (％/年） 年0.5%ずつ低下と仮定

Ⅰ

概算建設単価：350千円/kWとして概算

国や県からの補助金　今回は考慮せず

a-(a*b)により算出

１口金額×口数

自己資金と出資金以外の資金　c-d-eにより算出

銀行等からの借り入れ金　今回は借入せず

h.発電効率低下率 (％/年） 年0.5%ずつ低下と仮定

a.収入
①売電収入(低下無し) (千円/年)

b.費用

保険料 (千円/年)

借地料 (千円/年) 今回は設定せず

撤去費 (千円/年)

売電単価30.0円/kWh×年間発電量×(1-発電効率低下率)

合計

火災保険を想定。地震や水災は含まず。年４万円と

仮定

建設費の5.0%を20年間で積み立てと想定撤去費 (千円/年)

修繕費・諸費 (千円/年)

一般管理費 (千円/年)

人件費 (千円/年)

減価償却費 (千円/年)

支払い金利

Ⅱ

建設費の5.0%を20年間で積み立てと想定

建設費の1.6% 　PC更新費込み(10年)

修繕費･諸費の14.0%

高圧接続時の電気主任技術者の費用

50kW以上の場合に必要

実質建設費/償却年数

補助金以外の初期投資をすべて2.0%で借り入れると

仮定し、返済は元金均等払いと想定した

租税公費

今回は仕組みを工夫することで考慮せず

bの④と同じ値

借入期間における元本均等払いと想定

e.税引後利益 上記のc-d

f.減価償却費分

g.借入元本支払い

h.年間ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 上記e+f-g

d.法人税等

仮定し、返済は元金均等払いと想定した

(実質建設費-累積減価償却費)×税率<1.4%>

c.税引前利益 上記のa-b ＜人件費：電気主任技術者による定期点検費用＞

毎年のｷｬｯｼｭﾌﾛｰの累計

※ 償却年数　　　　　： 17 年

※ 借入期間　　　　　： 0 年

※ 出資返済期間　　　： 17 年

Ⅲ
a.ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの累計額

b.回収率(％) ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの累計額/実質建設費

h.年間ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 上記e+f-g

(出典：JPEA資料参照)



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（１）事業の経済性

②検討結果②検討結果

<出資の総口数について>

本検討では事業への出資金に対する総口数を49口に固定し本検討では事業への出資金に対する総口数を49口に固定し

て比較した。

これは、資金調達の方法として匿名組合出資や疑似私募債

があり、これらの場合一般投資家49人以下で立ち上げること

が条件にあり、ここでは上記２種の方法を取るとして、規模

別に比較することを目的に49口に仮定した。

総口数と出資基金額の関係は、総口数が多いほど1口当り

の出資金額が小さくなり、発電規模が大きくなっても出資しの出資金額が小さくなり、発電規模が大きくなっても出資し

やすくなるが、出資者を集めることが難しくなるという二律

背反にあることから、一概には決められない。

実際の導入に際しては、必要資金額と集められると思わ

れる口数の関係から、資金調達方法を検討することが必要で

ある。



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（２）事業運営組織

①組織形態①組織形態

【2013年の市民・地域共同発電所の事業主体】
(出典：市民・地域共同発電所全国調査報告書2013



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（２）事業運営組織

①組織形態①組織形態

【各組織の特徴の比較】

(出典：市民・地域共同発電所全国調査報告書2013



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（２）事業運営組織

②資金調達方法②資金調達方法

【固定価格買取制度前】 【固定価格買取制度後】

【市民・共同発電所の資金調達方法の推移】

(出典：市民・地域共同発電所全国調査報告書2013



４．調査検討結果

２）太陽光発電事業の導入可能性調査２）太陽光発電事業の導入可能性調査

（２）事業運営組織

②資金調達方法②資金調達方法
【資金調達方法の比較】

(出典：市民・地域共同発電所全国調査報告書2013



５．基本方針と導入に向けた計画

１）基本方針
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５．基本方針と導入に向けた計画

２）事業展開の仕組み



５．基本方針と導入に向けた計画

２）事業展開の仕組み２）事業展開の仕組み

（１）匿名組合契約：適格機関投資家等特例業務

【事業スキームと資金調達方法】
①匿名組合契約・適格機関投資家等特例業務



５．基本方針と導入に向けた計画

２）事業展開の仕組み２）事業展開の仕組み

（２）匿名組合契約：第二種金融商品取扱業者の募集代行

【事業スキームと資金調達方法】
②匿名組合契約・第二種金融商品取扱業者の募集代行



５．基本方針と導入に向けた計画

２）事業展開の仕組み２）事業展開の仕組み

（３）信託

【事業スキームと資金調達方法】
③信 託



５．基本方針と導入に向けた計画

３）事業スケジュール



５．基本方針と導入に向けた計画

４）事業展開の課題



＜現時点での飯塚市の取組み＞

【平成２６年度】

①太陽光発電事業 → 市が事業主体市が事業主体市が事業主体市が事業主体

市遊休地及び駐車場屋根等を利用した発電事業市遊休地及び駐車場屋根等を利用した発電事業

②屋根貸し事業

公共施設屋上等を発電事業者に貸付公共施設屋上等を発電事業者に貸付

利益を環境活動等に活用利益を環境活動等に活用

【平成２６年９月２４日：九州電力プレスリリース】

「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する

接続申込みの回答保留について」

計画中止！



ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。

【旧伊藤伝右衛門邸】


